
投資者の皆さまへ Monthly Fund Report

信託期間 ： 2008年7月22日　から　無期限 基　準　日 ：
決算日 ： 毎年1月20日および7月20日 回次コード ：

※過去の実績を示したものであり、将来の成果を示唆・保証するものではありません。
≪基準価額・純資産の推移≫

当初設定日（2008年7月22日）～2019年11月29日

期間別騰落率
期間
1カ月間
3カ月間
6カ月間
1年間
3年間
5年間
年初来
設定来

※「分配金再投資基準価額」は、分配金（税引前）を分配時にファンドへ再投資したものとみなして計算しています。

※基準価額の計算において、運用管理費用（信託報酬）は控除しています（後述のファンドの費用をご覧ください）。

※「期間別騰落率」の各計算期間は、基準日から過去に遡った期間とし、当該ファンドの「分配金再投資基準価額」を用いた騰落率を表しています。

※実際のファンドでは、課税条件によって投資者ごとの騰落率は異なります。また、換金時の費用・税金等は考慮していません。

≪分配の推移≫ ≪主要な資産の状況≫ ※比率は、純資産総額に対するものです。

（1口当たり、税引前）
資産別構成

組入上位10銘柄

東海旅客鉄道
分配金合計額 東日本旅客鉄道

西日本旅客鉄道
ANAホールディングス
阪急阪神HLDGS
近鉄グループHLDGS
日本航空
東急
東武鉄道
小田急電鉄

※先物の建玉がある場合は、資産別構成の比率合計欄を表示していません。

※バーゼル規制（金融機関の自己資本比率規制）等のリスク算定が必要の際は販売会社にご連絡ください。

3.2%

※分配金は、収益分配方針に基づいて委託会社が決
定します。あらかじめ一定の額の分配をお約束するもの
ではありません。分配金が支払われない場合もあります。

空運業

陸運業

陸運業

※当ファンドはTOPIX-17 運輸・物流をベンチマークとしておりますが、TOPIX-17 運輸・物流を上回る運用成果を保証するものではありません。

※グラフ上のベンチマークは、グラフの起点時の基準価額に基づき指数化しています。

■当資料は、ファンドの状況や関連する情報等をお知らせするために大和投資信託により作成されたものです。当ファンドは、値動きのある有価証券等に投資しますので、基準価
額は大きく変動します。したがって投資元本が保証されているものではありません。後述の当資料のお取り扱いにおけるご注意をよくお読みください。

陸運業 4.1%

4.6%
4.5%

陸運業 3.0%

空運業 4.4%

設定来： 1,747円 陸運業 13.1%
陸運業 6.6%

4.8%
陸運業

13.5%
第21期 (19/01) 89円
第22期 (19/07) 126円 陸運業

合計61.8%

第18期

銘柄名

---

東証33業種名 比率

第19期 (18/01) 79円 その他
第20期 (18/07) 116円

(17/07) 116円 新興市場他 ---
第17期 (17/01) 59円 二部（東証・名証） ---
第16期 (16/07) 125円 一部（東証・名証） 98.6%
第15期 (16/01) 58円 株式 市場・上場別構成 合計98.6%
第14期 (15/07) 119円 合計 76 ---

倉庫・運輸関連業(14/07) 106円 不動産投資信託等 --- 3.6%
第13期 (15/01) 54円 コール・ローン、その他 1.4% 海運業 3.1%
第12期 ---

陸運業 82.5%
第11期 (14/01) 51円 国内株式先物 1 1.2% 空運業 9.3%

第1～10期 合計： 649円 国内株式 75 98.6%

決算期（年/月） 分配金
株式 業種別構成 合計98.6%

資産 銘柄数 比率 東証33業種名 比率

+30.8 % +23.6 % 
+7.5 % +6.2 % 

+51.2 % +32.2 % 

+5.9 % +5.3 % 
+2.9 % +1.7 % 

+21.5 % +17.4 % 

基準価額 19,112 円

+2.5 % +2.4 % 
+8.5 % +7.8 % 

ファンド ベンチマーク

ダイワ上場投信・TOPIX-17 運輸・物流

追加型投信／国内／株式／ETF／インデックス型
2019年11月29日

ベンチマーク 190.15

5794

2019年11月29日現在

純資産総額 277百万円
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≪組入銘柄一覧≫

※　後述の当資料のお取り扱いにおけるご注意をよくお読みください。

400

64 9386 日本コンセプト 100

173,500 0.0625%

134,400 0.0484%66 9306 東陽倉庫
65 9351

146,100 0.0527%
142,300 0.0513%
140,800 0.0508%東洋埠頭 100

62 9066 日 新 100
63 9384 内外トランスライン 100

60 9369
61 9232 パスコ 100

キユーソー流通システム 100

198,600 0.0716%
191,800 0.0691%

180,900 0.0652%

58 2384 SBSホールディングス 100

187,100 0.0674%
59 9381 エーアイテイー 200

56 9310
57 9304 渋沢倉庫 100

日本トランスシティ 400

231,100 0.0833%
230,200 0.0830%

217,800 0.0785%

54 9110 NSユナイテッド海運 100

219,600 0.0792%
55 9014 新京成電鉄 100

52 9319
53 9308 乾汽船 200

中央倉庫 200

310,500 0.1119%
280,000 0.1009%

232,000 0.0836%

50 9068 丸全昭和運輸 100

248,000 0.0894%
51 9099 C&Fロジホールディングス 200

48 9037
49 9119 飯野海運 1,000

ハマキョウレックス 100

397,000 0.1431%
397,000 0.1431%

357,000 0.1287%

46 9046 神戸電鉄 100

367,000 0.1323%
47 9081 神奈川中央交通 100

44 9052
45 9302 三井倉庫HOLD 200

山陽電鉄 200

505,000 0.1820%
496,800 0.1791%

397,400 0.1432%

42 9070 トナミホールディングス 100

451,800 0.1629%
43 9025 鴻池運輸 300

40 9039
41 9090 丸和運輸機関 200

サカイ引越センター 100

816,000 0.2941%
759,000 0.2736%

521,400 0.1879%

38 9075 福山通運 200

693,000 0.2498%
39 9058 トランコム 100

36 9069
37 9375 近鉄エクスプレス 500

センコーグループHLDGS 1,100

1,090,200 0.3930%
1,049,300 0.3782%

963,000 0.3471%

34 9107 川崎汽船 600

996,600 0.3592%
35 9303 住友倉庫 700

32 9010
33 9086 日立物流 400

富士急行 300

1,678,200 0.6049%
1,546,200 0.5573%

1,246,000 0.4491%

30 9301 三菱倉庫 600

1,272,000 0.4585%
31 9031 西日本鉄道 600

28 9072
29 9003 相鉄ホールディングス 700

ニッコンホールディングス 800

2,668,600 0.9619%
2,248,500 0.8105%

2,117,500 0.7633%

26 9364 上 組 1,100

2,172,000 0.7829%
27 9076 セイノーホールディングス 1,500

24 9044
25 9065 山 九 500

南海電鉄 1,000

3,394,000 1.2234%
3,006,400 1.0837%

2,820,000 1.0165%

22 --- ミニＴＰＸ先物  ０１１２月 2

2,965,000 1.0687%
23 9101 日本郵船 1,600

20 9045
21 9104 商船三井 1,300

京阪ホールディングス 900

5,401,200 1.9469%
4,858,000 1.7511%

3,731,000 1.3448%

18 9024 西武ホールディングス 2,800

4,815,000 1.7356%
19 9062 日本通運 700

16 9048
17 9143 SGホールディングス 2,100

名古屋鉄道 1,600

6,552,000 2.3617%
6,077,700 2.1907%

5,514,600 1.9877%

14 9064 ヤマトホールディングス 3,500

5,576,000 2.0099%
15 9006 京浜急行 2,700

12 9009
13 9142 九州旅客鉄道 1,800

京成電鉄 1,500

8,342,100 3.0069%
7,722,000 2.7834%

6,705,000 2.4168%

10 9007 小田急電鉄 3,100

6,765,000 2.4384%
11 9008 京王電鉄 1,100

8 9005
9 9001 東武鉄道 2,200

東急 5,300

12,380,000 4.4624%
12,247,200 4.4145%

8,811,000 3.1759%

6 9041 近鉄グループHLDGS 2,000

11,442,700 4.1245%
7 9201 日本航空 3,600

4 9202
5 9042 阪急阪神HLDGS 2,700

ANAホールディングス 3,600

36,252,000 13.0670%
18,310,300 6.5999%

12,690,000 4.5741%

2 9020 東日本旅客鉄道 3,600

13,417,200 4.8362%
3 9021 西日本旅客鉄道 1,900

37,561,500 13.5390%
No. 銘柄コード

1 9022 東海旅客鉄道 1,700

銘柄名 数量（株）

2019年11月29日現在

評価金額（円） 組入比率
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≪組入銘柄一覧≫

※　後述の当資料のお取り扱いにおけるご注意をよくお読みください。

75 9067
76 9358 宇徳 100

丸 運 200

64,900 0.0234%
56,600 0.0204%

53,000 0.0191%

73 9325 ファイズホールディングス 100

54,600 0.0197%
74 9380 東海運 200

72 9115 明治海運 200
サンリツ 100

99,800 0.0360%
99,400 0.0358%

68,000 0.0245%
69,800 0.0252%

70 9078 エスライン 100
71 9366

67 9312

69 9324 安田倉庫 100
68 9368 キムラユニティー 100 110,000 0.0396%

ケイヒン 100

銘柄名 数量（株）
132,000 0.0476%

評価金額（円） 組入比率No. 銘柄コード

2019年11月29日現在
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※　後述の当資料のお取り扱いにおけるご注意をよくお読みください。

≪ファンドの目的・特色≫

①TOPIX−17 運輸・物流の指数値ならびにTOPIXおよびTOPIX−17 運輸・物流の商標は、株式会社東京証券取引所（以下「（株）
東京証券取引所」という。）の知的財産であり、この指数の算出、指数値の公表、利用などTOPIX−17 運輸・物流に関するすべての
権利・ノウハウならびにTOPIXおよびTOPIX−17 運輸・物流の商標に関するすべての権利は（株）東京証券取引所が有します。
②（株）東京証券取引所は、TOPIX−17 運輸・物流の指数値の算出もしくは公表の方法の変更、TOPIX−17 運輸・物流の指数値の
算出もしくは公表の停止またはTOPIXおよびTOPIX−17 運輸・物流の商標の変更もしくは使用の停止を行なうことができます。
③（株）東京証券取引所は、TOPIX−17 運輸・物流の指数値、TOPIXおよびTOPIX−17 運輸・物流の商標の使用に関して得られる
結果ならびに特定の日のTOPIX−17 運輸・物流の指数値について、何ら保証、言及をするものではありません。
④（株）東京証券取引所は、TOPIX−17 運輸・物流の指数値およびそこに含まれるデータの正確性、完全性を保証するものではあり
ません。また、（株）東京証券取引所は、TOPIX−17運輸・物流の指数値の算出または公表の誤謬、遅延または中断に対し、責任を
負いません。
⑤「ダイワ上場投信・TOPIX−17 運輸・物流」は、（株）東京証券取引所により提供、保証または販売されるものではありません。
⑥（株）東京証券取引所は、「ダイワ上場投信・TOPIX−17 運輸・物流」の購入者または公衆に対し、「ダイワ上場投信・TOPIX−
17 運輸・物流」の説明、投資のアドバイスをする義務を持ちません。
⑦（株）東京証券取引所は、当社または「ダイワ上場投信・TOPIX−17 運輸・物流」の購入者のニーズを、TOPIX−17の指数値を算
出する銘柄構成、計算に考慮するものではありません。
⑧以上の項目に限らず、（株）東京証券取引所は「ダイワ上場投信・TOPIX−17 運輸・物流」の設定、販売および販売促進活動に起
因するいかなる損害に対しても、責任を有しません。

 

ファンドの目的 

 

● 信託財産の 1 口当たりの純資産額の変動率を「TOPIX−17 運輸・物流」の変動率に一致させることを目的とします。 

 

ファンドの特色 

 

1． 信託財産の 1 口当たりの純資産額の変動率を「TOPIX−17 運輸・物流」（以下「対象株価指数」という場合があ

ります。）の変動率に一致させることを目的として、対象株価指数に採用されている銘柄（採用予定を含みます。）

の株式に投資します。 

2． 当ファンドは、通常の証券投資信託とは異なる仕組みを有しています。 

●受益権は、東京証券取引所に上場され、株式と同様に売買することができます。 

●追加設定は、株式により行ないます。 

●受益権を株式と交換することができます。 

●収益分配金は、名義登録受益者に対して支払われます。 

※くわしくは「投資信託説明書（交付目論見書）」の「ファンドの目的・特色」をご覧ください。 
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※　後述の当資料のお取り扱いにおけるご注意をよくお読みください。

≪投資リスク≫

≪ファンドの費用≫

 
● 当ファンドは、値動きのある有価証券等に投資しますので、基準価額は変動します。したがって、投資元本が保証さ

れているものではなく、これを割込むことがあります。信託財産に生じた利益および損失は、すべて投資者に帰属し
ます。投資信託は預貯金とは異なります。基準価額の主な変動要因は、以下のとおりです。 

 
「株価の変動（価格変動リスク・信用リスク）」、「その他」 
※一銘柄の組入比率が高くなる場合があります。 
※基準価額の動きが指数と完全に一致するものではありません。 
※ 基準価額の変動要因は、上記に限定されるものではありません。 
※ くわしくは「投資信託説明書（交付目論見書）」の「投資リスク」をご覧ください。 

 

 

（注）売買委託手数料などの「その他の費用・手数料」については、運用状況等により変動するため、事前に料率、上限
額等を示すことができません。 

※ 取得時手数料・交換時手数料について、くわしくは販売会社にお問合わせください。 
※ 手数料等の合計額については、保有期間等に応じて異なりますので、表示することができません。 
※ くわしくは「投資信託説明書（交付目論見書）」の「手続・手数料等」をご覧ください。 
 

投資者が直接的に負担する費用 

 料率等 費用の内容 

取 得 時 手 数 料 
販売会社が 

定めるものとします。 
取得時の商品説明または商品情報の提供、投資情報の提供、取引
執行等の対価です。 

信託財産留保額 ありません。 — 

交 換 時 手 数 料 
販売会社が 

定めるものとします。 
受益権の交換に関する事務等の対価です。 

投資者が信託財産で間接的に負担する費用 

運 用 管 理 費 用 
（ 信 託 報 酬 ） 

毎日、次のイ．の額にロ．の額を加算して得た額 
イ．信託財産の純資産総額に年率 0.198％（税抜 0.18％）以内を乗じて得た額 
ロ．信託財産に属する株式の貸付けにかかる品貸料に 55％（税抜 50％）以内の率を乗じて得
た額 

その他の費用・ 
手 数 料 

（注） 

●有価証券売買時の売買委託手数料、先物取引・オプション取引
等に要する費用、監査報酬等を信託財産でご負担いただきます。 

●受益権の上場にかかる費用および対象指数の商標の使用料（商
標使用料）ならびにこれらにかかる消費税等に相当する金額を、
受益者の負担として信託財産から支払うことができます。 
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≪当資料のお取り扱いにおけるご注意≫

 

 当資料は、ファンドの状況や関連する情報等をお知らせするために大和投資信託により作成されたもの

です。 

 当ファンドのお申込みにあたっては、「投資信託説明書（交付目論見書）」の内容を必ずご確認のうえ、

ご自身でご判断ください。 

 投資信託は、値動きのある有価証券等に投資しますので、基準価額は大きく変動します。したがって、

投資者のみなさまの投資元本が保証されているものではありません。信託財産に生じた利益および損失

は、すべて投資者に帰属します。投資信託は預貯金とは異なります。 

 投資信託は、預金や保険契約とは異なり、預金保険機構・保険契約者保護機構の保護の対象ではありま

せん。証券会社以外でご購入いただいた投資信託は、投資者保護基金の対象ではありません。 

 当資料は、信頼できると考えられる情報源から作成していますが、その正確性・完全性を保証するもの

ではありません。運用実績などの記載内容は過去の実績であり、将来の成果を示唆・保証するものでは

ありません。また、税金、手数料等を考慮していませんので、投資者のみなさまの実質的な投資成果を

示すものではありません。 

 当資料の中で記載されている内容、数値、図表、意見等は資料作成時点のものであり、今後予告なく変

更されることがあります。 

 分配金は、収益分配方針に基づいて委託会社が決定します。あらかじめ一定の額の分配をお約束するも

のではありません。分配金が支払われない場合もあります。 

 

 

 
 
 
 
 
 
 

 

 

販売会社等についてのお問い合わせ 

► 大和投資信託 フリーダイヤル 0120-106212（営業日の 9:00～17:00） 

当社ホームページ   

► https://www.daiwa-am.co.jp/ 
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